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舞鶴港第4ふ頭地区-10m岸壁は，1968年に供用を開始した直杭桟橋構造の係留施設である．

老朽化の進行が著しく，補修工事を計画していた．このような中，貨物船が，桟橋に衝突し損

傷する事故が発生し，復旧方法を検討する必要が生じた．通常，桟橋の設計では，横断面方向

の２次元骨組構造解析を行うのが一般的である．しかしながら，桟橋の損傷状況を考慮すると，

通常の２次元骨組構造解析での評価が困難と考えられた．そこで，復旧検討は，損傷した状態

の桟橋を解析できる３次元有限要素解析を用いて行った． 
 

キーワード 維持管理，船舶事故，３次元解析 

 
 

1.  はじめに 

 
船舶が衝突し，港湾施設に必要とされる機能を失った

事例として，2018年9月4日の台風21号で関西空港連絡橋

にタンカーが衝突が記憶に新しい．この衝突により，橋

桁の作り直しが必要となり，全面復旧まで約7か月の期

間を有した．このように港湾施設は船舶との衝突事故に

より，本来必要とされる機能を失うことがある． 
海難統計等資料1)によると，船舶事故隻数を海域別に

分類すると，約４割が港内（港則法上の港域）となって

おり，このうち約３割が防波堤，灯浮標，漁具等の物件

との衝突事故となっている．これらの統計的な数値から

港湾施設が船舶衝突により損傷することがわかる． 
一方，港湾施設の老朽化については，他のインフラと

同様に著しく進行している．港湾施設の耐用年数は50年
と設定されていることが多く，岸壁では建設後50年以上

を超過する割合は，2018年時点では約2割，2038年には

約7割に増加すると見込まれている．しかしながら，設

計供用期間を超過した施設の維持管理の対応については，

技術マニュアル等は整備されているものの，個々の状況

を勘案し，施設管理者等が総合的に判断し実施する状況

である．本稿では，舞鶴港で検討した設計供用期間を超

過した岸壁の船舶衝突事故による損傷に対する復旧方法

の検討を３次元有限要素解析を用いて行ったので報告す

る． 
 

 

2.  岸壁の概要と老朽化判定 

 
(1)   舞鶴港第4埠頭地区-10m岸壁 
舞鶴港は京都府の日本海側に位置し，若狭湾の一部を

成す支湾である．リアス式海岸や山々に囲まれた地形，

潮位差が小さいことから天然の良港である． 
舞鶴港第4埠頭地区-10m岸壁（以下，「当該施設」と

いう）は高度経済成長期の初期に逼迫する木材需要に対

応すべく，1968（昭和43）年度に竣工，供用を開始した

施設である．岸壁水深10.0m，延長199.5mで設計対象船

舶は10,000トンである．当該施設の設計供用期間は50年
であるが，供用期間を超える現在も供用しており，近年

は取扱貨物は主に合板などの木製品となっている． 
写真-1に当該施設の航空写真を，図-1に断面図を示す． 

 

第4ふ頭地区ー１０ｍ岸壁

N

 

 

写真-1  舞鶴港第 4ふ頭地区（航空写真） 
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岸壁の構造形式は，直杭式横桟橋であり，前面桟橋と

その背後の土留護岸並びに背面の棚式桟橋と土留護岸の

２重構造となっている．前面桟橋の鋼管杭の杭径はφ

610mm，杭の下端深度はDL-27.0mとなっている．海底地

盤は粘性土と砂質土の互層となっており，杭下端は平均

N値=61回の礫混じり砂質土となっている． 
 
 
(2)   維持管理計画に基づく老朽化判定 
当該施設の点検・診断は平成24年に実施しており，そ

の点検結果を表-1に示す．主要部材である本体工（鋼管

杭）の健全度はＣ評価（部材の性能低下はないが，変状

が発生している状態）であるが，上部工（下面）は梁，

床版にひび割れや鉄筋露出が見られ，当該施設の評価は

Ａ判定（施設の性能が低下している状態）となっていた．

これらの結果を受けて，港湾管理者である京都府は維持

管理工事を順次進める計画をしていた． 
 
 

3.  船舶衝突事故による岸壁損傷状況 

当該施設への衝突事故は，9,000トン級の貨物船によ

り発生した．舞鶴港に入港後，当該施設に接岸しようと

していたところ，船首が桟橋下部に潜り込んだ．桟橋の

損傷箇所は北側から約40mの位置で，桟橋上部工ブロッ

クNo.9とブロックNo.10を支えている鋼管杭うち2本が屈

曲していたが，上部工の著しい損傷はなかった（図-2）．

事故後，詳細調査のため，杭の屈曲部分（杭頭部から水

深５ｍ）は切断した． 
 
 

4.  復旧設計における課題とその対応方針 

 

(1)  復旧設計における課題 

損傷した桟橋の復旧方法として，損傷部分の上部工

を撤去し，新たな杭の打設，新設上部工の設置が考えら

れた．しかしながら，当該施設は先に示した通り，老朽

化による劣化も進行しており，以下のような設計上の課

題があった． 
・桟橋設計では横断面方向２次元の骨組構造解析を行う

が，損傷した杭がない状態の評価は困難となること． 
・既設コンクリートは老朽化が著しく，上部工の新設コ

ンクリートとの一体化による評価が困難であること． 
・杭を新設する場合，近傍に既存杭がある若しくは引き 
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図-1  第4ふ頭地区－１０ｍ岸壁断面図 

 

 

表-1  老朽化判定結果 

 

点検部材等 調査方法 個別評価 健全度 評価に起因する代表的な変状写真

岸壁法線 測量及び目視調査 D

上部工(上面・側面) 目視調査 B

上部工(下面) A

本体工・土留 C

マウンド・海底地盤 潜水目視調査 B

電気防食工 陽極消耗量・電位測定 D

付帯設備 目視調査 C

A

潜水目視調査
肉厚測定

評価 施設の状態

Ａ 施設の性能が低下している状態

Ｂ 放置した場合に、施設の性能が低下する恐れがある状態

Ｃ 施設の性能に関わる変状は見られないが、継続して観察する必要がある状態

Ｄ 異常はみられれず、十分な性能を保持している状態  

 

 

 

 

 

 

図-2  桟橋損傷状況図（上：正面図，下：断面図） 
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抜くため，新設杭の周面抵抗力や地盤の横方向地盤反力

の評価が困難であること． 
・既設杭の間に杭を新設する場合，規定の間隔を保持で

きなければ，評価の難しい群杭効果の影響を考慮しなけ

ればならないこと． 
 
(2)   課題への対応方針 
本案件のような復旧方法は，過去に事例がなかった

ため，国土技術政策総合研究所及び港湾空港技術研究所

の専門家に以下のような助言を受け，復旧設計に取り込

むこととした． 
・損傷箇所のみを復旧するのであれば，損傷した鋼管杭

がない状態を３次元有限要素解析（以下，「3次元解

析」という）で評価する． 
・上部工の老朽化した既設コンクリートと新設コンクリ

ートは一体化せず縁切りして評価する． 
・桟橋設計において，船舶接岸時の水平方向抵抗が不足

するようであればストラット工法などの新技術を適用す

る． 
 
 

5.  復旧検討の手順と設計条件 

 
(1)  復旧検討の手順 

復旧検討の手順フローを図-3に示す．まず既存資料に

よる当該施設の資料収集整理を行った．当該施設の設計

は，昭和30年代に行われており，設計計算書は現存しな

かった．そこで，維持管理計画書に記載のある当該施設

の諸元や設計条件，点検結果などを基に設計条件の整理

を行った．次に，事故後の施設現況を把握するため，現

地調査を行った．現地調査では3.に記した損傷状況や鋼

管杭と上部工の正確な配置や寸法，上部工（梁・床版）

の現況確認などを行った．これらの作業を終えた後に３

次元解析を使った検討を進めることとした． 
３次元解析では，まず原設計図モデル（以下，「設計

図モデル」という）での照査を行い，これをベースモデ

ルとした．次に，杭が損傷した状況のモデル（以下，

「杭欠損モデル」という）を評価し，さらに損傷した杭

の上部工を一部切欠いた状態（以下，「上部工切欠モデ

ル」という）での評価を行った．これらの評価結果をも

とに対策断面の検討を行うこととし，対策断面として新

設杭を設置する案と設置しない案を検討することとした． 
 
(2)  設計条件の整理 

復旧にあたって，設計条件は当初設計のものを踏襲す

ることが前提である．ここでは当該施設を復旧するため

に必要となった設計条件について特筆する． 
a) 適用する技術基準 

港湾の施設の技術上の基準・同解説2)（以下，「港湾

基準」という）では，「建設」，「改良」，「維持」に

より適用する技術基準を定めている．本案件は，専門家

の助言を踏まえ，「改良」には当たらず設計当時の技術

基準に該当し，「港湾工事設計要覧（昭和34年）」（以

下，「設計要覧」という）を適用することを基本とした． 
b) 耐用年数 

当該施設は，1968（昭和43）年に供用を開始し50年以

上を経過していた．本検討を行う時点で残存供用期間は

明確になっておらず，今までの供用期間に更に50年を加

えた設計供用期間とした．具体的には，2019年に供用後

51年となるため，さらに50年を加えた101年とした． 

c) 腐食速度 

鋼材の腐食速度については，過年度の点検調査により

実績を確認した上で設定することとした．2016（平成

18）年度の調査結果では，供用38年間での最大腐食厚が

0.6mmとなっており，腐食速度は約0.02mm／年であった．

この腐食速度は，設計要覧及び港湾基準に記載のある腐

食速度0.03mm／年よりも小さいかったため，港湾基準

等に記載のある標準値を採用することとした． 

d) コンクリート圧縮強度 

コンクリートの材料特性については，現存する資料か

ら確認できなかった．そのため，コンクリート圧縮強度

は，簡易的ではあるものの現地調査で既存梁をテストハ

ンマーを用いて測定し強度を推定することとした．No.9，
No.10それぞれのブロックにつき10か所ずつ計20箇所，

損傷杭周辺の梁を上面から測定した．各測点のコンクリ

ート推定強度は20～35N/mm2であり，平均値は25N/mm2
であった．これによりコンクリート圧縮強度は，港湾工

事で一般的に用いられる24N/mm2とした． 
 
 

6.  ３次元解析による復旧検討 

 
(1)  原断面の再現設計と損傷断面の照査 

復旧工法の検討に先立ち３モデル（「設計図モデル」，

「杭欠損モデル」，「上部工切欠モデル」）の3次元解

 

既存資料の収集・整理（維持管理計画書、点検診断結果、竣工図、等）
現地調査（上部ｺﾝｸﾘｰﾄ損傷状況、杭位置、ｺﾝｸﾘｰﾄ強度、等）

設計図モデル（再現設計）
杭欠損モデル
上部工切欠きモデル

新設杭あり案
新設杭なし案

設計条件の設定

現況評価（3次元解析）

対策断面検討（3次元解析）

基本設計

実施設計（3次元解析）  

 

図-3  復旧検討手順フロー図 
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析を行った．このうち，図-4に示す範囲の杭及び梁を対

象に照査を行った．照査した状態は，常時，地震時３方

向（陸→海，海→陸，法線平行方向），船舶接岸時，船

舶牽引時の６ケース，照査項目は，杭の応力，杭の支持

力，梁の断面力である．ここでの杭の肉厚は，供用開始

以降50年間，腐食が進行したものとした． 
各モデルの照査結果の概要を次に示す． 
設計図モデルでは，すべての照査項目で許容値以内と

なり，設計上成立するモデルであることを確認できた．

特に杭の支持力については，設計計算上支配的な照査項

目ではないことがわかった． 
杭欠損モデルは，照査した３モデルで比較すると各照

査項目とも相対的に耐力比が大きい傾向であった．これ

は欠損杭の上部工が残置しているため全体的にバランス

が悪いためと考えられる．杭の応力と支持力は許容値以

内であったが，梁の断面力では地震時と接岸時に陸側の

梁で許容値を超える箇所があった． 
上部工切欠モデルでは，切り欠いた上部工の重量を減

じているため，周辺の杭では応力及び支持力とも相対的

に小さく，すべて許容値以内となった． 
表-2に作成した3次元モデルと常時（クレーン荷重＋死

荷重＋上載荷重）の照査結果を示す． 
 

(2)   復旧比較案の抽出・選定 
上記(1)の解析結果をもとに，復旧断面案３案を作成

し得失の比較を行った．３案はそれぞれ（Ａ案）欠損箇

所を新たな独立桟橋とするもの，（Ｂ案）新たな杭を設

けず既設杭に支保工を設置し残置した上部工を支えるも

の，（Ｃ案）上部工を一部切欠き，そこにＰＣ床版橋桁

を設置するものである．評価の概要を次に示す． 

Ａ案は，群杭効果とならないための杭の離隔は確保で

きたが，杭の周面抵抗力や地盤の横方向地盤反力を適切

に評価することが困難であった．また海上での杭打ち作

業が必要となるが，舞鶴港では冬季の海上施工は不可で

あるため，復旧作業がさらに遅くなる可能性があった． 

 

 

 

図-4  照査検討範囲 

表-2  検討モデルと照査（常時）結果の概要 

 
検討モデル 杭の応力 杭の支持力 梁の断面力（曲げモーメントのみ）

【設計図モデル】

【杭欠損モデル】

【上部工切欠モデル】

1列

2列
0
500
1,000
1,500
2,000
2,500

海中陸

(kN)

許容値

上部工切欠き線
1列

2列
0
50
100
150
200
250

海中陸

(N/m2)許容値

上部工切欠き線

1列

2列
0
500
1,000
1,500
2,000
2,500

海中陸

(kN)

許容値

1列

2列
0
500
1,000
1,500
2,000
2,500

海中陸

(kN)

許容値

1列

2列
0
50
100
150
200
250

海中陸

(N/m2)許容値

1列

2列
0
50
100
150
200
250

海中陸

(N/m2)許容値

1梁(法直)

法線平行

2梁(法直)
0

150

300

450

600

海1海2陸1陸2

(kN・m)
許容値

1梁(法直)

法線平行

2梁(法直)
0

150

300

450

600

海1海2陸1陸2

(kN・m)
許容値

欠損杭

1梁(法直)

法線平行

2梁(法直)
0

150

300

450

600

海1海2陸1陸2

(kN・m)
許容値

上部工切欠き線

欠損杭
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Ｂ案は残置した上部工を活用するため，既設コンクリ

ートと新設コンクリートとの一体化を回避できるという

メリットがあった． 

Ｃ案はＰＣ床版橋桁を使った構造で，ほとんどの作業

を陸上で完遂できるというメリットがあった．しかしな

がら，ＰＣ桁を支える重要な部材となる台座（新設コン

クリート）と既設梁（既設コンクリート）を一体化する

必要があり，上部工としての一体的な評価が困難であっ

た．比較の詳細を表-3に示す． 

これらを比較し，残置している上部工を活用するＢ案

が設計上成立する案であることを確認し採用することと

した．表-4にＢ案のモデル図と照査結果（常時）の概要

を示す．表-2と比べると，全体的には杭欠損モデルに近

い結果であった．Ｂ案では，既設杭２本に支保を設置し

たため，杭欠損モデルの残置した上部工と同様に荷重が

作用した．一方，梁の断面力については，杭欠損モデル

に比べ欠損杭周辺の断面力が小さくなっていることから，

支保設置による効果が確認できた． 

 

表-3  復旧断面案比較表 

 

Ａ案（新設杭あり） Ｂ案（新設杭なし） Ｃ案（新設杭なし）

断面図

平面図

特徴

・補修箇所のみの独立桟橋構造
・隣接杭間隔、残置杭から新設杭まで十分な間隔を保ち
群杭効果を避けた構造

・残存した上部工を活用した構造
・隣接杭からの支保工を伸ばし、欠損杭頭部の位置に鋼
管を挿入する構造

・上部工（床版および梁）の一部を撤去し、支間長約10
ｍの１径間ＰＣ床版橋構造

メリット

・汎用的でシンプルな構造
・新設する上部コンクリートは既設と分離することが容
易となる。

・主たる構造部材となる梁を活用しており、上部コンク
リートを新設と既設の一体化の評価が不要となる。
・杭打船による作業がないため、工事費・工期の削減が
可能となる。

・杭不要かつ新設構造は全て低水位以上に設置され、水
中工事も不要となる。
・ＰＣ桁はＪＩＳ規格品から選定できる。
・杭あり案に比べ杭打船作業や水中作業が少ないため工
事費・工期の削減が可能となる。

デメリット

・欠損杭の地盤の評価（横抵抗など）が困難である。
・既設部と新設部の挙動に差が生じ、揺れ等による亀裂
等を引き起こす可能性がある。
・杭打船の手配・回航、冬場の海上施工不可等の制約が
あり、工期・工事費が大きくなる。
・既存桟橋上部工の撤去範囲はＢ案に比べ広い。

・上部工支保材（鋼材）は工場加工品となるため、事前
に既設杭間の位置関係など綿密な調査、施工が必要とな
る。
・支保材の取付けは水中作業となり、1日あたりの施工能
力に限界がある。

・ＰＣ桁受台座は既存梁との一体化が必須であり評価が
困難である。
・桟橋No.9ﾌﾞﾛｯｸとNo.10ﾌﾞﾛｯｸ間の目地部において、PC桁
のたわみが最大となり、既設との目地の高低差が生じ
る。
・既存桟橋上部工の撤去範囲はＢ案に比べ広い。

評価
・設計が難しく、施工に係る工事費・工期が杭なし案に
比べ大きい。

・残置した梁を活用することで、主たる構造部材での既
設と新設コンクリートの一体化を回避できる。

・ＰＣ桁受け台座は既存梁との一体化が必須であり評価
が困難である。

PC橋桁H=0.5m

桁受け台座

 

 

 

表-4  Ｂ案モデルと照査（常時）結果の概要 

 

検討モデル 杭の応力 杭の支持力 梁の断面力（曲げモーメントのみ）
【上部工支保案モデル】

1列

2列
0
500
1,000
1,500
2,000
2,500

海中陸

(kN)

許容値

1列

2列
0
50
100
150
200
250

海中陸

(N/m2)許容値

1梁(法直)

法線平行

2梁(法直)
0

150

300

450

600

海1海2陸1陸2

(kN・m)
許容値

支保鋼管
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(3) 既設鋼管杭等の照査 

Ｂ案は既設杭（φ610）に鞘管（φ812）を組み合わせ

支保として一体化する構造である．各部材の設計は，３

次元解析により発生応力等を確認し，各部材の照査は格

点式ストラット工法技術マニュアル3)を参考に行うこと

とした． 
設計を進めていくと，鞘管下端付近で既設杭に発生す

る応力（地震時法線平行方向）が許容値を超過したため

補強が必要であった．鞘管を設置した既設杭の応力比分

布は図-5（左：補強前，右：補強後）の通りである．補

強前は，鞘管下端の深度-3.5mの位置で応力比が1.4
（=NG）になっている．上部鞘管はスタットジベルと無

収縮グラウトにより既設杭と一体化することとしている．

そのため，杭頭部の重量が大きくなっており，さらに杭

断面が鞘管（φ812）から既設杭（φ610）に極端に変化

していることが原因と考えられた．このような状況から，

既設杭の補強は上部鞘管の径よりも小さい下部鞘管（φ

711）を設置し，杭の断面変化を緩和することとした．

既設杭との一体化は技術マニュアルの格点部での付着力

確保の方法として記載のあるシアキー方式（丸鋼などを

既設杭外側及び鞘管内側の円周方向に一定間隔で溶接す

る方法）を用いることとした．補修後の応力比分布図

（同図右）を見ると，下部鞘管下端で応力比が突出して

いるものの許容値以内になった．これらの検討結果によ

るＢ案の部材構造は図-6の通りである． 
 
 
(4)  施工方法の検討 

採用した復旧案は，残置した梁と杭を活用した構造で

設計としては効率的ではあるが，施工の作業条件として

は芳しくない．上下鞘管の設置にあたっては，残置した

上部工の下部へ運搬，既設杭との一体化作業は困難が想

定された．また現地陸上及び水中での溶接作業が多くな

ることが想定された．そのため，施工方法を工夫した．

主な点を以下に記載する． 

・主要部材は工場製作とし，溶接の品質を確保する． 

・上向き溶接により品質悪化が懸念される箇所は，予め

工場溶接とするかボルトによる接合とした． 

・水中部への部材運搬は，桟橋前面からフロートを使っ

て上部工の下部に侵入させ組み立てを行う． 

・桟橋床版（梁の残置）は一部撤去し，開口部から上部

工下部の作業性と明るさを確保する． 

・老朽化した梁の断面修復を行う． 

 
 

7.  おわりに 

 

本報告は，き損原因者が復旧方法の検討に際して，当

事務所が技術的支援を行ったものである．本案件の現地

施工は2020年1月に着工しており，2020年中には完了予

定である．引き続き老朽化による補修工事を実施し，設

計モデル通りの構造体とすることとしている． 

港湾の施設の維持管理について，本案件のような船舶

衝突事故による復旧検討事例は紹介されていない．その

ため，本報告が今後の港湾の施設の維持管理の事例とし

て参考になれば幸いである． 
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図-5  鞘管を設置した既設杭の応力比分布図 

（左：補強前，右：補強後） 

 

1 : 
1.8

基礎捨石

被覆石
堆積土砂

L.W.L ±0.00
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無収縮モルタル充填

1,000
31.4°
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⑤-1 下部鞘管(半割）φ711.2x9.0t

3.0m 3.0m

-3.20

-2.00
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-1.00
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②-1水平ブレースH350x350x12x19

無収縮モルタル充填

-3.05

2019.7_実測値

(平均)-4.9m（2019.7_実測値(平均)）

-6.5m現況海底地盤

 

 

図-6  復旧断面部材構成図 
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